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伊勢湾は漁業活動や親水の場として，人々に様々な恩恵を与えている．しかし，その水質は人間活

動によって，近年大きく変化してきた．そこで，伊勢湾の水質の変化を捉え経年的な傾向を知るため

に，COD，全窒素，全リンについて，過去の広域総合水質調査データを取りまとめ，考察をおこなっ

た．その結果，2015 年の伊勢湾内の全窒素および全リンの濃度は，調査の始まった 1979 年に比べる

と低下しているものと考えられる．特に 2000 年以降全窒素の濃度は全湾的に減少傾向に変化し，伊勢

湾総量削減による全窒素の流入抑制により，湾内の窒素成分が減少してきていることが示唆された．

また，COD とクロロフィル a 濃度との相関から，湾奥では，COD への植物プランクトン量の寄与が

小さい可能性がある一方，2000 年以降鈴鹿沖から伊勢沖および湾央，湾口，三河湾湾口では，COD

への植物プランクトン量の寄与が大きくなっていると考えられる． 

 

   キーワード：伊勢湾，総量削減，全窒素，全リン，COD，クロロフィルa 

 

はじめに 

伊勢湾は漁業活動や親水の場として，人々に様

々な恩恵を与えている．しかし，その水質は人間

活動により，近年大きく変化してきた．1950 年代

の高度経済成長期には，生活排水や事業場排水の

流入により大規模な水質汚濁が発生し，社会的な

問題となった．それに対し，水質改善のための規

制，政策，研究など様々な取り組みがなされ，今

日の伊勢湾の水質は改善傾向にあると考えられる

ようになった 1)
 ． 

規制については，前身である公共用水域の水質

の保全に関する法律および工場排水等の規制に関

する法律に代わり，1970 年に水質汚濁防止法が公

布され，水質汚濁に対する規制の強化が図られた．

加えて，伊勢湾を含む全国の閉鎖性海域では 1979

年から COD の総量削減が始まり，2001 年には全  

窒素，全リンの総量削減も開始された．また，規 
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制の強化に呼応するように，伊勢湾の水質調査や

モニタリングのデータも，1970 年代後半頃以降に

多く残っており，伊勢湾の水質の変化をみる上で，

貴重な資料となっている．これら調査データから，

伊勢湾の水質の変化を捉え経年的な傾向を知るこ

とは，今後の水質改善に関する取り組みを考える

上での判断材料になる． 

今回は，汚濁や富栄養化の指標として，また総

量削減の対象ともなっている COD，全窒素，全リ

ンについて，調査データを取りまとめ伊勢湾の水

質の変化について考察した． 

 

調査方法 

1． 調査データ 

環境省が 1978 年度から実施している広域総合

水質調査の結果 2)を用いて考察した．今回用いた

データは，調査が開始された 1978 年度から 2014 
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年度の三河湾を除いた伊勢湾の冬季（1 月または 2

月）の表層のデータである．（広域総合水質調査は

年度調査であるため，調査年としては，1979 年～

2015 年のものを使用）ただし，調査地点 12，16，

23，27，28（図 1）については 1982 年以前のデー

タが得られなかったため，1982 年からのデータを

用いた．冬季データを用いた理由は，湾内の内部

生産や成層化の影響が小さく，陸域からの負荷の

経年変化が表れやすいと考えたためである． 

また，調査結果が下限値未満のデータについて

は下限値の数値を用いた． 

 

2． 調査地点 

 広域総合水質調査の地点図を図1に示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1 広域総合水質調査地点一覧  

 

3． 解析方法 

まず，1979 年から 2015 年の調査データから，

線形回帰により回帰式を算出した．次に，1979 年

に対する 2015 年の各項目の濃度を比較するため，

得られた回帰式上で 1979 年の濃度および 2015 年

の濃度を計算し，そこから 1979 年の濃度に対する

2015 年の濃度の割合を求めた．最後に，得られた

割合から， 90%未満を減少傾向，90%以上かつ

110%以下を横ばい傾向，110%より大きい場合を

増加傾向として評価した．2001 年から伊勢湾総量

削減に全窒素，全リンが追加されたことを考慮し，

1979 年から 2000 年，2001 年から 2015 年の期間に

ついても同様の方法で評価をおこなった． 

また，徐らの方法 3)を用いて，得られた回帰式

に t 検定を適用し，有意水準 5%での増減傾向の有

意性を確認した．  

結果および考察 

1．全窒素，全リンの経年変化 

 解析により求めた結果を表 1～3 に示す．  

表 1，表 2 から，1979 年に対する 2015 年の割合

をみると，全窒素，全リンともに，全湾的に横ば

いから減少傾向がみてとれることから，総量削減

の始まった 1979 年に比べると，伊勢湾内の全窒素，

全リンの濃度は低下しているものと考えられる．

また，2009 年度の窒素の汚濁負荷量は 1979 年度

と比較すると 37%削減されており 4)，陸域からの

汚濁負荷量と湾内の全窒素の濃度の減少傾向は同

程度であることが推察される．次に，1979 年に対

する 2000 年の割合をみると，両成分とも全湾的に

は概ね横ばいから減少傾向であるものの，増加傾

向の地点もみられる．なお，両成分で横ばいから

増加傾向の地点（6，10，17，21，31，37，43）は

愛知県側の地点である．しかし，2001 年に対する

2015 年の割合をみると，全窒素は全湾的な減少傾

向に，また全リンについては，全湾的に減少傾向

が横ばいの傾向に変化していることがわかる．  

t 検定の結果から，有意水準 5%での有意性が確

認された地点を図 2，図 3 に示す．図 2 から，1979

年に対して 2015 年の全窒素の濃度は，湾奥から湾

央北側にかけて（4，6，10，12，16，17），鈴鹿沖

から答志島までの三重県側の地点（11，15，18，

23，24，27，28，34，39，40）で有意な減少傾向

が確認できる．また，1979 年から 2000 年の変化

に比べ 2001 年から 2015 年の変化では全窒素の有

意な減少傾向の地点が増加していることがわかる．

さらに前段で述べたように，2000 年以降の全窒素

の濃度は全湾的に減少傾向に変化していることか

ら，2001 年に全窒素が総量削減に加わったことに

よる流入抑制により湾内の窒素成分が減少してき

たと思われる．一方図 3 から，全リンについては，

1979 年に比べて 2015 年の濃度は名古屋港沖の地

点（6），知多半島寄りの地点（17，21，29）で有

意な減少傾向がみられた．また，1979 年から 2000

年までの変化では，四日市沖の地点（8）で有意な

減少傾向が確認できたが， 2000 年から 2015 年の

変化では，有意な傾向は確認できなかった．しか

し，2009 年度のリンの汚濁負荷量を 1979 年度と

比較すると 63%削減されている 4)ことを加味する

と，湾内の底質から溶出するリンの影響 5)
 などに

より全リンの有意な減少傾向が表れていなない可

能性がある． 
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表 1 回帰式より求めた期間最初の年に対する期

間最後の年の全窒素の濃度の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 2 回帰式より求めた期間最初の年に対する期

間最後の年の全リンの濃度の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 一定期間における全窒素の回帰式に対する

t 検定結果 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

図 3 一定期間における全リンの回帰式に対する

t 検定結果 

 

2．CODの経年変化 

解析により求めた結果を表 3に示す．また，COD

とクロロフィル a の濃度との決定係数（R
2）を表

4 に示す． 

表3から，1979年に対する2015年の割合をみると，

愛知県側の地点（10，21，25，37，43）では増加

傾向がみられるものの，全湾的には横ばいである．

また，1979年に対する2000年の割合でも同様に愛

知県側の地点（10，16，25，29，31，43）で増加

傾向がみられるが，2001年に対する2015年の割合

では，三重県側の地点（4，34，39，42）で増加傾

向がみられ，増加傾向にあった愛知県側の地点（地

点10を除く）では減少傾向を示している． 

t 検定の結果を図4に示す．1979年から2000年ま

での傾向としては愛知県側の地点（25，29）で有

意な増加傾向を示したが，2000年から2015年の変

化では一転して愛知県側の地点（16，17，21，25，

29，37）で有意な減少傾向となった．また，1979

年に対して2015年の COD は四日市沖の地点（8）

および津沖から湾央にかけての地点（23，24，27）

で有意な減少傾向となったものの，前段で述べた

とおり全湾的な傾向としては横ばいであり，2015

年の COD 濃度は1979年から大きく変化していな

いと考えられ，総量削減の効果を明確な形で捉え 

4  43  41  56

6  64 106  63

8  61  25  69

10  73 108  77

11  51  77  46

12  64  69  78

15  65  57  60

16  71  81  55

17  69  90  76

18  62  78  46

21  78 148  75

23  52  59  42

24  37  42  42

25  80  91  81

27  52  53  43

28  62  69  49

29  86 110  83

31  84 106  61

34  53  84  41

37  80  93  74

39  59  63  32

40  62  70  38

42  70  80  44

43 100 121  81

全湾平均  66  80  59

地点番号
1979年-
2015年(%)

1979年-
2000年(%)

2001年-
2015年(%)

4  71  83  98

6  69 114  78

8  94  39  96

10  82 105  96

11  80  77  96

12  76  81  93

15  92  72  91

16  85  96  83

17  71  96  92

18 107  72  91

21  74  95 102

23  82  69  78

24  97  82  94

25  91  85 111

27  95  66  89

28  83  66 100

29  76  86 114

31  80  91  78

34  88  64  75

37  80 102 103

39  96  74  84

40  96  73  69

42 103  67 104

43  90  98  96

全湾平均  86  81  92

地点番号
1979年-
2015年(%)

1979年-
2000年(%)

2001年-
2015年(%)
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ることはできなかった． 

次に，植物プランクトン量の指標となるクロロ

フィル a の濃度と COD の関係 6)に着目し，両者の

相関を求めた．表 4 から，どの期間においても湾

奥の地点（4，6，8）では，相関係数が小さく，

COD への植物プランクトン量の寄与が小さいこ

とが示唆された．湾奥には木曽三川があり伊勢湾

最大の河川流入量があることから，陸域負荷の影

響が相対的に大きいため，COD とクロロフィル a

の相関が小さくなった可能性がある．一方，2001

年から 2015 年の結果より，鈴鹿沖から伊勢沖の地

点（11，15，18，23，27，34，39，40）および湾

央（16，24，28），湾口（42，43），三河湾湾口（31）

の地点では，クロロフィル a と COD の間に正の

相関があることが確認できた．特に，決定係数の

大きい鈴鹿沖の地点（11，15）では，植物プラン

クトン量と COD は密接な関係にある可能性があ

る．また，1979 年から 2000 年の間では，愛知県

側の地点（10，12，17，21，25）においてクロロ

フィル a の濃度と COD の間に正の相関が認めら

れるものの，2000 年から 2015 年では相関は確認

されず，2000 年以降 COD への植物プランクトン

量の寄与が小さくなっていることが示唆された． 

 

 

表 3 回帰式より求めた期間最初の年に対する期

間最後の年の COD の濃度の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

逆に，鈴鹿沖から伊勢沖の地点（11，15，18，23，

27，39，40）および湾央（16，24，28），湾口（42，

43），三河湾湾口（31）では相関係数の値が大きく

なっており，2000 年以降 COD への植物プランク

トン量の寄与が大きくなっていると考えられる． 

 

まとめ 

以上から，2015年の伊勢湾内の全窒素および全

リンの濃度は，総量削減の始まった1979年に比べ

ると低下しているものと考えられる．特に2000年 

 

表 4 一定期間中の COD の濃度とクロロフィル a

の濃度との決定係数（R
2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 一定期間における COD の回帰式に対する t

検定結果 

4  96  87 117

6  82  98  96

8  71  75  94

10 112 118 113

11  73  87  97

12 101  98  87

15  82  98  91

16 106 145  54

17 109 111  73

18  85  93 103

21 120 110  67

23  72  73 101

24  75  92  87

25 136 201  69

27  65  74  78

28  78  82  99

29 102 181  70

31 107 123  63

34  84  84 115

37 120 110  66

39  84  91 119

40  90  88 101

42  95  86 130

43 123 118  89

全湾平均  95 105  91

地点番号
1979年-
2000年(%)

1979年-
2015年(%)

2001年-
2015年(%)

4 0.05 0.10 0.00

6 0.06 0.13 0.08

8 0.20 0.18 0.08

10 0.15 0.41 0.00

11 0.45 0.41 0.60

12 0.19 0.30 0.06

15 0.38 0.24 0.74

16 0.37 0.38 0.47

17 0.20 0.27 0.07

18 0.13 0.06 0.36

21 0.17 0.33 0.01

23 0.32 0.22 0.50

24 0.25 0.20 0.35

25 0.12 0.21 0.06

27 0.44 0.39 0.54

28 0.37 0.38 0.45

29 0.05 0.03 0.12

31 0.25 0.26 0.31

34 0.49 0.52 0.46

37 0.03 0.17 0.20

39 0.26 0.23 0.44

40 0.17 0.07 0.47

42 0.13 0.11 0.38

43 0.26 0.16 0.48

2001年-
2015年

地点番号
1979年-
2015年

1979年-
2000年
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以降全窒素の濃度は全湾的に減少傾向に変化して

おり，総量削減による全窒素の流入抑制により湾

内の窒素成分が減少してきている可能性が示唆さ

れた．また，2015 年の COD は，1979 年から大き

く変化していないと考えられる． 

また，COD とクロロフィル a との相関を調べる

と，湾奥では，COD への植物プランクトン量の寄

与が小さいことが示唆された．一方，2000 年以降

鈴鹿沖から伊勢沖および湾央，湾口，三河湾湾口

では，COD への植物プランクトン量の寄与が大き

くなっていることが確認された．  

最後に，今回の計算結果では，三重県側と愛知

県側のどちらか片側に同様の増減傾向を示す地点

が偏る場合が複数回確認された．風向や風速の影

響 7)や局所的な負荷の違い，湾内流の影響など様

々な要因が関係していると考えられるが，各項目

の増減傾向との明確な関係性は確認できていない

ため，今後検討を進めていく必要がある． 
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